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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

(注)1．売上高には消費税等は含まれていません。 

2．当社は、連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載していませ

ん。 

3．潜在株式調整後1株当たり当期純損益については、潜在株式がないため記載していません。 

4．臨時従業員数は1日8時間換算によるものです。 

 
２【沿革】 

昭和21年 7月 戦後の食糧難に対処するため、三井船舶㈱の水産部門として協同水産㈱の名称で発足 

昭和24年 5月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和26年 5月 商号を「協同海運株式会社」に変更し、本格的に海運業に転進 

昭和28年 8月 三井船舶㈱傘下の宝永汽船㈱、蓬莱タンカー㈱の両社を吸収合併し、商号を「富士汽船株式会社」に変更 

昭和29年 9月 千代田汽船㈱を吸収合併、外航海運に進出 

昭和47年 7月 極東船舶㈱と合併、裸用船、貸船業の他に、営業の中心を遠洋不定期専用船の保有、管理、運航に置く 

平成 3年 3月 従来の大株主三井物産㈱の系列を離れ、ヒューマックスグループの系列会社となる 

平成 3年 6月 定款を変更し、レストランおよびホテル経営等の新規事業を目指す 

平成 6年 3月 新規事業として、飲食部門の1号店を東京都目黒区に開店 

平成 6年 7月 本社を東京都新宿区に移転 

平成 9年 3月 株式会社ヒューマックスハートを買収、子会社とし飲食部門の充実を図る 

平成 9年 9月 台湾に合弁会社サンリー企業グーフェン有限公司を設立 

平成12年 7月 株式会社ヒューマックスハートを吸収合併 

平成12年10月 商号を「株式会社ワンダーテーブル」に変更、海運事業より撤退 

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

売上高(千円) 9,496,001 9,491,868 9,460,513 9,519,193 10,142,754 

経常損(△)益(千円) 251,884 38,821 △42,456 406,164 326,758 

当期純損(△)益(千円) 130,122 87,986 △119,983 200,194 136,885 

持分法を適用した場合の投資利益(千円) － － － － 18,126 

資本金(千円) 4,280,000 4,280,000 4,280,000 4,280,000 4,280,000 

発行済株式総数(株) 42,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 

純資産額(千円) 6,721,059 6,923,017 6,719,466 7,001,741 7,182,055 

総資産額(千円) 11,448,427 11,785,720 10,710,225 10,884,790 11,185,340 

1株当たり純資産額(円) 160.02 164.84 160.18 166.92 171.22 

1株当たり配当額(円) 
(うち1株当たり中間配当額) 

－ 
(－)

－ 
(－)

－ 
(－)

－ 
(－)

2.00 
(－)

1株当たり当期純損(△)益金額(円) 3.09 2.09 △2.86 4.77 3.26 

潜在株式調整後1株当たり当期純損(△)益金
額(円) 

－ － － － － 

自己資本比率(％) 58.70 58.74 62.74 64.33 64.21 

自己資本利益率(％) 1.93 1.27 △1.79 2.86 1.91 

株価収益率(倍) 58.42 76.85 － 44.21 52.09 

配当性向(％) － － － － 61.29 

営業活動によるキャッシュ・フロー(千円) 782,407 477,211 516,231 757,517 674,645 

投資活動によるキャッシュ・フロー(千円) △518,014 △544,624 311,011 △388,772 △713,022 

財務活動によるキャッシュ・フロー(千円) △94,501 186,110 △940,005 △517,698 177,653 

現金及び現金同等物の期末残高(千円) 748,093 866,790 754,026 605,073 744,349 

従業員数(名) 
[外,平均臨時雇用者数] 

256 
[754]

258 
[735]

231 
[719]

241 
[658]

247 
[713]



３【事業の内容】 

当社は飲食店の経営を主要業務としています。 現在の出店エリアは東京都内およびその近郊、店舗立地は繁華街、ビジネス

街が中心となっています。 

(飲食事業) 

当部門においては、洋食レストラン、和食レストラン、牛肉レストラン、バー、ドルチェショップ等の飲食店を63店舗経営

するほか、惣菜および菓子の製造販売を行っています。 

(その他事業) 

ビジネスホテル1軒およびビリヤード場1店の経営、ならびに所有不動産の賃貸を行っています。 

 
<事業系統図> 

 
４【関係会社の状況】 

(1) その他の関係会社 

(注) 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

 

一般消費者 

飲食店経営 
(飲食事業) ↑ホテル・ビリヤード場経営 

(その他事業) 

当社 

所有不動産の賃貸 
(その他事業) 

→ 一般企業 

惣菜・菓子販売 
(飲食事業) 

出資 

→ 
その他の関係会社 

サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

惣菜・菓子販売 
(飲食事業) 

出資 ↑不動産の賃貸 

親会社 
株式会社ヒューマックス 

名称 住所 資本金 
主な事業の

内容 

議決権の所
有[被所有]
割合(％) 

関係内容 

(親会社) 
株式会社ヒューマックス 

東京都 
新宿区 

480百万円 不動産賃貸 [48.51]
当社に店舗・本社事務所等を賃
貸している 
役員の兼任等…5名 

(その他の関係会社) 
サンリー企業グーフェン有限公司 

中華民国
台北市 

45百万NTドル 飲食事業 50.00 
当社より惣菜・菓子を購入して
いる 
役員の兼任等…2名 



５【従業員の状況】 

 

(注)1．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は [ ] 内に1日8時間換算による年間の平均を外数で記載しています。 

2．平均年間給与は賞与および基準外賃金を含んでいます。 

 
(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていません。また、労使関係は円満に推移しています。 

 

(1) 提出会社の状況 平成19年3月31日現在

事業部門別 従業員数(名) 

飲食事業 
209 
[681] 

その他事業 
7 

[19] 

全社(共通) 
31 
[13] 

合計 
247 
[713] 

平成19年3月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

247[713] 33.0 5.1 5,027 



第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度は、企業収益の改善と民間設備投資の増加を背景に、穏やかな景気回復基調にありましたが、賃金の伸びは十分で

はなく、個人消費は力強さを欠いたまま推移しました。外食業界においては、一部店舗で来客数が増加し、既存店売上高も回復

の兆しは出てきたものの、店舗数の増加による過当競争により、状況の大幅な改善には到りませんでした。また、人手不足によ

る人件費の上昇等、経費面での厳しい状況が続きました。 

このような経営環境において、当社は前期に引続き、中期経営計画に沿って飲食事業の推進に経営資源を集中し、すきやき・

しゃぶしゃぶ業態「鍋ぞう」店舗の展開およびビジネスモデルの改善を図ると共に、不採算店舗の閉店、メニューの見直し、店

舗オペレーションの改善による収益力の強化、および新しい海外ブランドの導入を実施しました。 

飲食事業では、当期の新規出店数は10店舗で、鍋ぞう業態7店舗、和食業態の六蔵新宿東口店、洋食業態のイルパスタイオ港

北ニュータウン店および米国Union Square Hospitality Groupとの業務提携によるユニオン・スクエア・東京を新たに開店しま

した。また、業績回復が困難と思われる2店舗を閉店しました。 

この結果、当事業年度末の飲食店舗数は前期比8店舗増の63店舗で、その内訳は、洋食レストラン14店舗、和食レストラン8店

舗、牛肉レストラン33店舗、バー7店舗、ドルチェショップ1店舗となりました。また、地域別では、東京都23区内41店舗、23区

外10店舗、神奈川県7店舗、埼玉県3店舗および千葉県2店舗となっています。 

飲食事業部門(本社部門を除く)の当事業年度売上高は、9,361百万円(前期比8.4％増)となりました。業態別の売上は、牛肉業

態で新規出店による効果もあり23.2％増加しましたが、洋食業態は1.1％減、和食業態は閉店の影響もあり12.9％減、バー業態

は6.1％減といずれも前期比減となりました。菓子・惣菜販売の売上は、関連会社への原材料販売が増加し、22.0％増となりま

した。 

既存店ベースの売上高前年同期比では、牛肉業態は3.3％増、菓子・惣菜販売は22.0％増となりましたが、洋食業態は0.8％

減、和食業態は5.9％減、バー業態は6.1％減と、いずれも前年同期を下回りました。既存飲食店舗全体の売上高は0.2％の増

で、前年同期比若干の増加となりました。 

当社の内部管理基準で算出した当期の飲食事業の営業利益は559百万円で、前期比6百万円の減少となりました。オーストラリ

アでの記録的な干ばつにより牛肉の購入価格が上昇したこと、および人材の確保のための人件費が増加したことが主たる要因と

考えられます。 

その他事業部門では、当事業年度も引続きビリヤード場およびビジネスホテルを各1店経営しました。ビジネスホテルでは、

インターネット予約の増加と東南アジア観光客の増加により、売上は358百万円(前期比2.3％増)、ビリヤード場では、イベント

実施により固定客が増加し、売上は220百万円(前期比7.8％増)となりました。不動産賃貸事業では、一部テナントの撤退によ

り、売上は186百万円と前期比8.9％減になりました。その他事業部門の売上高は763百万円(前期比6百万円増)、内部管理基準で

算出した営業利益は358百万円(前期比3.8％増)となりました。 

「鍋ぞう」のフランチャイズ事業につきましては、当期に社内体制を構築すると共に、フランチャイズ希望企業の開発を進め

ましたが、売上の計上には至りませんでした。 

本社部門の売上18百万円を加えた結果、当事業年度の売上高は10,143百万円(前期比624百万円増)となりました。損益では、

営業利益は本社経費を差引いて360百万円(前期比88百万円減)、経常利益は327百万円(前期比79百万円減)となりました。更に、

特別損失として店舗の固定資産除却損失および解体費用等の店舗閉店損失51百万円を計上した結果、税引後の当期純利益は137

百万円(前期比63百万円減)となりました。 

 



(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、税引前当期純利益の減少による収入減、および法人税等の

支払、並びに有形固定資産の取得による支出増があったものの、長期借入金の増加により、前事業年度末に比べ139百万円(＋

23.0％)増加し、744百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において、営業活動による資金の収入は675百万円で、前年同期と比べ83百万円の減少(△10.9％)となりました。

これは主として、税引前当期純利益および預り保証金の減少、並びに法人税等の支払額の増加によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において、投資活動による資金の支出は713百万円で、前年同期と比べ324百万円(＋83.4％)の支出増となりまし

た。これは主として、新規出店のための有形固定資産の取得が増加したこと、および前年には差入保証金の返還による収入が

あったことによるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において、財務活動による資金の収入は178百万円(対前年同期比695百万円の収入増)となりました。これは、主と

して長期借入金の増加によるものです。 

 
２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は「生産」を行っていませんので、記載事項は有りません。 

(2) 受注状況 

当社は受注生産を行っていませんので、記載事項は有りません。 

(3) 販売実績 

当事業年度における事業部門別および業態別の販売実績は次のとおりです。 

(注)1．上記の金額には消費税等は含まれていません。 

2．飲食事業の洋食業態には、東京ベリーニ、東京ベリーニドルチェ、ニッシュ、ヴェント、イルパスタイオおよびユニオ

ン・スクエア・東京、和食業態には三四味屋、水の賦、すみか、アスリ、および六蔵、バー業態にはラヂオホールおよび月

の兎、また牛肉業態にはモーモーパラダイス、鍋ぞう、バルバッコアグリル、バルバッコアステーキハウスおよびロウリー

ズ・ザ・プライム・リブが含まれています。その他事業には、ホテル、ビリヤード場経営および不動産賃貸が含まれていま

す。 

3．全社(共通)は、営業補償金(前事業年度のみ)、取引先からのシステム使用料(当事業年度のみ)およびギフトカード売上で

す。 

 

事業部門別 金額(百万円) 前年同期比(％) 

飲食事業 
(洋食) 
(和食) 
(バー) 
(牛肉) 
(菓子、惣菜販売) 

9,361 
(1,975) 
(1,509) 
(526) 

(5,281) 
(70) 

8.4 
(△1.1) 
(△12.9) 
(△6.1) 
(23.2) 
(22.0) 

その他事業 
(ホテル、ビリヤード) 
(不動産賃貸) 

763 
(577) 
(186) 

0.8 
(4.3) 

(△8.9) 

全社(共通) 
(営業補償金) 
(システム使用料・ギフトカード売上) 

18 
(0) 
(18) 

△85.5 
(－) 
(－) 

合計 10,143 6.6 



３【対処すべき課題】 

当社はようやく赤字体質からの脱出ができ、当期に配当を再開できる状況となりましたが、業容および収益力は未だ不十分

な状況にあります。このため、引続き経営資源を飲食事業に集中し、経営基盤の充実と業容の拡大を図ることが、今後の対処

すべき課題と考えています。 

当社では、平成19年度を初年度とする4か年の中期経営計画「チャレンジ10」を策定し、平成23年3月期に営業利益1,000百万

円(平成19年3月期営業利益360百万円)を計上することを目標としています。 

中期経営計画「チャレンジ10」では、以下の方針に基づいて事業の拡大を目指します。 

(1) 鍋ぞうブランドの直営およびフランチャイズによる出店 

(2) マーケットイン方式によるマルチブランドの出店 

(3) 有力海外ブランドの出店 

(4) 自社の強みを活かした新規事業への進出 

事業の拡大を推進するためには、本社および現場の機能を更に強化する必要があると考えます。本社については、組織を機

能別に再編しノウハウの構築および活用を図ります。現場については、新たな現場力強化プログラムを導入し、総合的な現場

力の向上を図ります。 

中期経営計画の初年度である平成19年度は、引続き「鍋ぞう」店舗の展開を進める他、他業態店舗についても、出店場所に

合った業態を開発することにより、数店舗の出店を計画しています。更に、開店後年月が経過し、マーケットのニーズに合わ

なくなっている店舗について、積極的に閉店および業態変更を含む業績改善策を実施し、不採算店舗の処理を完了させます。 

 

４【事業等のリスク】 

当社の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは以下の通りです。なお、文中における将来に関す

る事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものです。 

(1) 財政状態 

３[対処すべき課題]に記載の通り、平成19年度より4か年の中期経営計画を推進し、新店舗の展開および既存店舗の営業力

強化のための設備、および情報システムへの投資を予定しています。このためには相応の資金が必要で、今後キャッシュフ

ローの改善に努めますが、平成19年度の有利子負債は増加する見込みです。また、計画では予想される金利上昇を見込んでい

ますが、金利水準が予想を大幅に超える場合には、当社の業績目標に影響を及ぼす可能性があります。  

当社は大半の店舗物件を第三者から賃借していますが、通常その契約に際し賃貸人に敷金を差入れています。当期末現在の

差入敷金残高は1,593百万円で、賃貸人あたりの金額は0.1百万円から212百万円となっています。賃貸借契約の締結に際して

は、可能な限り賃貸人の調査を行っていますが、契約期間中に賃貸人の倒産等で敷金の返還が不能となり、当社収益を圧迫す

る可能性があります。 

(2) 売上高状況 

当社の主力事業である飲食事業では、日本の総人口がピークを迎えたこと、および生活様式の変化により、外食マーケット

は縮小傾向にあり、他方、大都市を中心に飲食店舗数は引続き増加しています。また、消費者の食に対するニーズは多様化す

ると共に、急速に変化しています。この状況にあって、当社はマーケットおよびお客様のニーズを把握する体制の構築に努め

ていますが、判断の誤りにより激化する競争に適切に対応できない可能性があります。 

当社の当期売上のうち牛肉系業態の売上は、平成18年度の飲食事業売上の56％強を占めています。当社では、お客様の声を

重視し主に豪州産牛肉を使用していますが、牛肉の安全性に関連した新たな問題が発生した場合、当社の業績に影響を与える

可能性があります。 

当社の主原材料である牛肉、魚および野菜は、世界的な需要の増加、不安定な気象条件等で市況が変動し、当社の仕入れ価

格、収益に重大な影響を与える可能性があります。 



(3) 法的規制・安全管理 

当社は、「お客様の安全」を第一と考え、食品衛生法・消防法等の規制の遵守、提供する商品の品質管理、火災予防の徹底

に継続的に取組んでいますが、食中毒、火災が発生した場合、行政当局による処罰、消費者の当社店舗離れにより、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 人員不足 

当社は、お客様に満足していただけるサービスと料理提供のレベル維持のため、人材の採用と研修による適切な人材の確保

に努めていますが、近年、飲食業界では労働市場の状況悪化で、人材確保が困難となり、人件費が増加しています。今後、雇

用環境の逼迫が続き、また社会保険の適用が更に強化された場合は、当社の業績に大きな影響があることが予想されます。 

 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は「お客様が感動される体感型飲食店を展開し、社会にプラスの価値を創造する」ことをミッションとして中期経営計

画に沿って飲食事業の推進に経営資源を集中し、経営基盤の充実および事業の拡大を図ることを経営の基本方針としていま

す。 

(2) 中期的な会社の経営戦略 

当社では、平成19年度を初年度とする4ヵ年の中期経営計画「チャレンジ10」を策定しました。詳細については、３[対処す

べき課題]をご参照下さい。 

(3) 財政状況 

当期末の流動資産合計は、前期比143百万円増加して1,211百万円となりました。現金および預金は、長期借入金の増加によ

り、139百万円の増加となりました。また、一部店舗家賃の支払期日の変更により、前払費用は35百万円減少して、91百万円

となりました。 

固定資産の総計は9,974百万円と、前期比158百万円増加しました。固定資産が増加した主な要因は、新規出店の投資による

ものです。 

流動負債は、前期末比12百万円減少して2,276百万円、固定負債は主として長期借入金の借入増により、132百万円増加して

1,727百万円となりました。 

純資産は前期末の資本と比較すると180百万円増加して、7,182百万円となりました。これは主として、当期純利益137百万

円およびその他有価証券評価差額金が44百万円増加したことによるものです。なお、自己資本比率は前事業年度末とほぼ同じ

の64.2％となりました。 

当期におけるキャッシュフローは１[業績等の概要]に記載の通りです。営業キャッシュフローを上回る投資活動を行ったた

め、当期末の有利子負債は前期比178百万円増加しました。 

(4) 経営成績 

当期の売上は前期比624百万円増加して、10,143百万円となりました。事業別の売上等の詳細は、１[業績等の概要]に記載

の通りです。 

当期の売上原価は、前期比275百万円増加して3,858百万円となりました。牛肉等の食材価格の上昇および人材の確保のため

の人件費の上昇で、売上原価率は前期比0.4％増加して、38.0％となりました。販売及び一般管理費は、主として店舗数の増

加により、前期比437百万円増加して、5,924百万円となりました。 

営業利益、経常利益、特別損益および当期純利益については、１[業績等の概要]をご参照下さい。 



第３【設備の状況】 
１【設備投資等の概要】 

当社では飲食部門の拡大に経営資源を集中することを基本方針とし、当会計年度では飲食店舗を中心に全体で553百万円(建

設仮勘定を除く)の設備投資を実施しました。 

飲食事業部門では、新規店舗に506百万円、既存店舗に15百万円、合計521百万円の設備投資を行いました。新規店舗は鍋ぞ

う7店舗およびその他の飲食店舗が3店舗で、内容は内装設備、厨房機器および情報機器です。 

本社においては、情報機器等に30百万円の設備投資を行いました。 

また、当会計年度において、飲食事業部門では既存店舗の閉店および改装等に伴い、35百万円の除却を行いました。 

 
２【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は以下のとおりです。 

(注)1．帳簿価格のうち、「その他」は建設仮勘定です。 

2．建物の一部を賃貸しており、年間賃貸料は167百万円です。 

3．上記のほか、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。 

4．現在休止中の主要な設備はありません。 

5．上記金額には消費税等は含まれていません。 

6．従業員数の [ ] は、臨時従業員数を外書しています。 

 
３【設備の新設、除却等の計画】 

当社の設備投資については、今後3年程度の出店・改装計画、合理化計画、収益計画等を総合的に検討して計画しています。

(1)新設 

重要な設備の新設計画は次の通りです。なお、これらのうち、バルバッコア・クラシコ 丸の内店は提出日現在までに完成し

ています。 

(注) 上記金額には消費税等は含まれていません。 

 
(2)除却 

経常的な設備の更新に係わる除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

平成19年3月31日現在

事業所名 

(所在地) 
事業の種類 設備の内容 

帳簿価格(百万円) 
従業員数

(名) 建物 
機械及び

装置 
器具及び

備品 
土地 

[㎡] 
その他 合計 

水の賦高輪店 

(東京都港区) 

他関東地区63店舗 
飲食事業 

飲食店舗 

セントラルキ

ッチン 
1,601 142 168 0 6 1,917 

209 

[681]

ホテルケント 

(東京都新宿区) 

他関東地区2店舗 
その他事業 

ホテル 

ビリヤード場 

不動産賃貸 
713 0 12 

4,959 

[1,792.31]
0 5,684 

7 

[19]

本社 

(東京都新宿区) 
全社(共通) その他施設 2 2 33 0 0 38 

31 

[13]

事業所名 

(所在地) 
事業の種類 設備の内容 

従業員数

(名) 
賃借料またはリース料 

(百万円) 

水の賦高輪店 

(東京都港区) 

他関東地区63店舗 
飲食事業 

飲食店舗 

セントラルキ

ッチン 

209 

[681]
年間賃借料 1,213 

ホテルケント 

(東京都新宿区) 

他関東地区2店舗 
その他事業 

ホテル 

ビリヤード場 

不動産賃貸 

7 

[19]
年間賃借料 80 

本社 

(東京都新宿区) 
全社(共通) その他施設 

31 

[13]
年間賃借料 43 

事業所名 所在地 事業部門別 設備の内容

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 面積の
増加 
(坪) 

席数の
増加 
(席) 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

バルバッコア・ク
ラシコ 丸の内店 

東京都 
千代田区 

飲食事業 飲食店舗 130 2
自己資金
借入金 

平成18年
11月 

平成19年 
4月 

74.8 101

バルバッコア・グ
リル 大阪(仮称) 

大阪府 
大阪市 

飲食事業 飲食店舗 114 0
自己資金
借入金 

平成19年 
7月 

平成19年
12月 

98.9 135



第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 
②【発行済株式】 

 
(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 
(3)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注) 資本準備金の減少は、株主総会決議により商法第289条第2項の規定に基づき、その他資本剰余金へ振替えたものです。 

 

(注)1．自己株式53,510株は、「個人その他」に53単元、「単元未満株式の状況」に510株含まれています。 

2．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11単元が含まれています。 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 168,000,000 

計 168,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成19年3月31日) 
提出日現在発行数(株) 
(平成19年6月25日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,000,000 同左 東京証券取引所(市場第二部) － 

計 42,000,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成16年6月23日 
(注) 

－ 42,000 － 4,280,000 △900,000 1,169,534 

(5)【所有者別状況】 平成19年3月31日現在

区分 

株式の状況(1単元の株式数 1,000株) 単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数(人) － 4 11 40 6 9 2,558 2,628 －

所有株式数
(単元) 

－ 763 92 27,634 117 65 13,288 41,959 41,000

所有株式数
の割合(％) 

－ 1.82 0.22 65.86 0.28 0.15 31.67 100.00 －

(6)【大株主の状況】 平成19年3月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヒューマックス 東京都新宿区富久町13番19号 20,330 48.40 

株式会社商船三井 大阪府大阪市北区中之島3丁目6番32号 5,808 13.83 

林 光華 アメリカ・カリフォルニア 880 2.10 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号 702 1.67 

林 瑞祥 東京都渋谷区 631 1.50 

林 光男 東京都大田区 560 1.33 

林 瑞峰 東京都目黒区 532 1.27 

林 瑞禎 東京都目黒区 500 1.19 

林 歩蓮 東京都渋谷区 450 1.07 

林 光輝 東京都杉並区 430 1.02 

計 － 30,823 73.39 



 



(7)【議決権の状況】 

(注)1．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式11,000株および議決権の数11個が含まれています。 

2．「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式510株が含まれています。 

 

 
(8)【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 
２【自己株式の取得等の状況】 

(1)【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

 
②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

 
３【配当政策】 

当社は、将来の事業拡大と収益基盤強化のための投資に必要な内部留保を確保しつつ、可能な限りの利益配分を行うことを基

本方針とします。 

配当につきましては、期末配当として年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、この剰余金の配当の決定機関は株主総

会です。 

当事業年度は、1株当たり2円の配当を実施することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は61.3％となりまし

た。 

内部留保資金については、飲食店舗の展開をはじめとする成長分野への設備投資や、財務体質の強化および事業拡大に伴う資

金需要に活用していきます。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。 

 

①【発行済株式】 
平成19年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

53,000 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,906,000 41,906 － 

単元未満株式 普通株式 41,000 － 1単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 42,000,000 － － 

総株主の議決権 － 41,906 － 

②【自己株式等】 
平成19年3月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社ワンダーテー
ブル 

東京都新宿区富久町
13番19号 

53,000 － 53,000 0.13 

計 － 53,000 － 53,000 0.13 

決議年月日 配当金の総額(千円) 1株当たり配当額(円) 

平成19年6月25日定時株主総会決議 83,893 2.00 



４【株価の推移】 

(1)【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所第二部におけるものです。 

 
(2)【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所第二部におけるものです。 

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

高(円) 206 194 180 430 300 

低(円) 83 110 106 134 132 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年1月 2月 3月 

高(円) 179 166 151 176 185 194 

低(円) 158 138 132 139 159 165 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 
氏名 

(生年月日) 
略歴 任期 

所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長 

－ 林 瑞祥 
(昭和10年12月11日) 

昭和37年 5月 恵通企業株式会社取締役副社長就任 
(現 株式会社ヒューマックス) 

(注)4 631

昭和51年 6月 同社代表取締役社長就任(現任) 
昭和58年 4月 ジョイパックレジャー株式会社代表取締役

会長就任(現任) 
昭和58年 4月 株式会社ヒューマックスピクチャーズ代表

取締役会長就任(現任)(現 株式会社ヒュー
マックスシネマ) 

平成 3年 6月 当社代表取締役会長就任(現任) 
平成14年 7月 ヒューマックス互恵協同組合代表理事就任

(現任) 

代表取締役 
社長 

－ 林 祥隆 
(昭和38年12月12日) 

昭和61年 4月 株式会社第一勧業銀行入社(現 株式会社み
ずほ銀行) 

(注)4 299

平成 4年 7月 株式会社ヒューマックス入社 
平成 6年 2月 当社営業部長 
平成 9年 6月 当社常務取締役就任 
平成11年 6月 当社専務取締役就任 
平成14年 4月 当社代表取締役社長就任(現任) 
平成16年 7月 株式会社ヒューマックス取締役就任(現任) 

取締役 総務部長 安田 眞 
(昭和17年 6月24日) 

昭和40年 4月 株式会社住友銀行入社(現 株式会社三井住
友銀行) 

(注)4 10

平成 5年 1月 同社外国業務部(東京)審議役 
平成 6年 7月 当社総務部長(現任) 
平成 7年 6月 当社常務取締役就任 
平成15年 6月 当社取締役就任(現任) 

取締役 営業企画部長 
営業推進部長 

秋元 巳智雄 
(昭和44年7月3日) 

平成 5年 4月 株式会社ミュープランニング＆オペレータ
ーズ入社 

(注)4 10

平成 8年11月 株式会社ヒューマックスハート入社(現 株
式会社ワンダーテーブル) 

平成12年 4月 当社営業部長 
平成14年 4月 当社購入部長 
平成14年 6月 当社取締役就任(現任) 
平成19年 4月 当社営業企画部長および営業推進部長(現

任) 

取締役 － 林 瑞峰 
(昭和16年3月15日) 

昭和41年 5月 恵通企業株式会社常務取締役就任 
(現 株式会社ヒューマックス) 

(注)4 532

昭和50年 5月 ジョイパックフィルム株式会社代表取締役
社長就任(現任)(現 株式会社ヒューマック
スシネマ) 

昭和51年 6月 恵通企業株式会社取締役副社長就任(現任) 
平成 6年 6月 当社取締役就任(現任) 

取締役 － 林 光男 
(昭和18年8月14日) 

昭和42年 5月 恵通企業株式会社取締役就任 
(現 株式会社ヒューマックス) 

(注)4 560

昭和47年 5月 ジョイパックレジャー株式会社代表取締役
社長就任(現任) 

昭和51年 6月 恵通企業株式会社取締役副社長就任(現任) 
昭和54年 2月 ジョイパックアミューズメント株式会社代

表取締役社長就任(現任) 
平成 6年 6月 当社監査役就任 
平成 7年 6月 当社取締役就任(現任) 

取締役 － 村山 好弘 
(昭和10年1月18日) 

昭和38年 3月 スパンクリート製造株式会社代表取締役社
長就任(現 株式会社スパンクリートコーポ
レーション) 

(注)4 5

昭和46年 4月 日本スパンクリート協会会長就任(現任) 
昭和47年11月 鈴木金属工業株式会社取締役就任 
昭和50年10月 空洞プレストコンクリートパネル工業協会

会長就任(現任) 
平成52年 2月 富士平工業株式会社監査役就任(現任) 
平成17年 6月 株式会社スパンクリートコーポレーション

取締役会長就任(現任) 
平成18年 6月 当社取締役就任(現任) 



(注)1．代表取締役社長林祥隆は代表取締役会長林瑞祥の長男、取締役林瑞峰、林光男および監査役林瑞禎は同会長の弟です。 

2．取締役林瑞峰および村山好弘は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。  

3．監査役矢吹新一郎および坂谷建一郎は、会社法第2条第16号に定める社外監査役です。 

4．平成18年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から1年間。 

5．平成16年6月23日開催の定時株主総会の終結の時から4年間。 

6．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役1名を選出して

います。補欠監査役の略歴は次のとおりです。  

 
 
６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は「明確な企業統治なしに企業は生き残れない」ことを認識し、経営の意思決定および業務執行の迅速化、チェック＆

バランス機能の強化、および経営の説明性の確保をコーポレートガバナンスの基本方針としています。 

 

役名 職名 
氏名 

(生年月日) 
略歴 任期 

所有株式数
(千株) 

監査役 
(常勤) 

－ 矢吹 新一郎 
(昭和20年10月2日) 

昭和44年 4月 大阪商船三井船舶株式会社入社 
(現 株式会社商船三井) 

(注)5 0

昭和61年 6月 同社不定期専用船一部不定期船ニ課長 
平成 8年 6月 商船三井興業株式会社取締役プロジェクト

部長就任 
平成10年 6月 大阪船舶株式会社取締役営業部長就任 
平成12年 7月 同社常務取締役就任 
平成16年 6月 当社監査役就任(現任) 

監査役 － 林 瑞禎 
(昭和12年3月27日) 

昭和38年 4月 恵通企業株式会社専務取締役就任 
(現 株式会社ヒューマックス) 

(注)5 500

昭和51年10月 同社取締役副社長就任 
平成 3年 6月 当社取締役就任 
平成 7年 6月 当社監査役就任(現任) 
平成15年 5月 株式会社ヒューマックス代表取締役副社長

就任(現任) 

監査役 － 坂谷 建一郎 
(昭和16年10月3日) 

昭和40年 4月 大正海上火災保険株式会社入社 
(現 三井住友海上火災保険株式会) 

(注)5 0

平成 3年 6月 同社東海北陸総務部長 
平成 9年 4月 同社理事事務推進部長 
平成 9年 6月 同社監査役就任 
平成12年 7月 三井海上ファイナンスサービス株式会社代

表取締役社長就任 
平成13年 9月 同社代表取締役社長退任 
平成16年 6月 当社監査役就任(現任) 

計 2,547

氏名 
(生年月日) 

略歴 
所有株式数

(千株) 

折田 春樹 
(昭和21年4月12日) 

昭和45年 4月 株式会社日本勧業銀行入社(現 株式会社みずほ銀
行) 

0

平成 7年 4月 同社三田支店支店長 
平成11年12月 株式会社ヒューマックス管理本部長 
平成12年12月 同社取締役管理本部長就任 
平成15年 4月 同社取締役財務部、経営企画部担当 
平成17年 4月 同社常務取締役(現任) 



(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

 
当社は監査役会設置会社で、3名の監査役のうち2名を社外監査役とすることで、取締役会から独立して取締役の業務執行を監

視する体制としています。また、取締役会の人数を7名(うち業務を執行する取締役4名)と少数化し、迅速な経営の意思決定およ

び機動的な業務執行を図っています。7名の取締役のうち3名(うち、2名は社外取締役)は業務を執行せず、他の4名の業務を執行

する取締役と共に、業務執行の監督を行っています。従って、執行役員制度は導入していません。 

② 内部統制システムの整備状況 

当社の業務は、その内容に応じて取締役会、業務執行会議(代表取締役を含む業務執行取締役および部長が参加)、代表取締役

他の業務執行取締役、および一定職位以上の社員が社内規定に基づいて業務を決定、執行します。会議の議事録、決裁書類、取

引に係る会計伝票等はデータベース化されており、監査役、業務執行取締役および一定以上の職位の社員が閲覧して、全ての業

務が法令、定款、社内規定に反していないことを確認しています。更に、業務執行取締役は重要な業務執行に関し取締役会に報

告すると共に、取締役会、監査役会、会計監査人、および内部監査部門はそれぞれの役割に応じて業務執行の監督、監査を行っ

ています。 

 
(3) 法令等遵守体制の整備状況 

当社の全役員、社員の行動基準を定めたワンダーテーブルミッションで法令等の遵守を強調すると共に、全社員宛の社長メッ

セージ、社内研修等を通じて法令遵守に係わる企業風土の構築に努めると共に、社内通報制度の活用を徹底しています。更に、

コンプライアンスオフィサー(総務部担当取締役)が、社内での法令等遵守状況を確認しています。 

 
(4) リスク管理体制の整備状況 

社長を委員長とする危機管理委員会を設置し、リスクの洗出し、洗直し、危機発生の防止および管理体制の構築、危機発生時

の対策の決定およびその実施状況の確認、関連社内規定およびマニュアルの作成、並びに社内研修を実施しています。また、危

機管理オフィサー(総務部担当取締役)の統括の下に、本社各部および各店舗の長が危機管理責任者として、実際の危機管理を実

行しています。なお、危機管理の状況は定期的に取締役会に報告され、その指示に基づいて更なる改善を図っています。 

 
(5) 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係、その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役の1名は親会社である株式会社ヒューマックスの関連会社の代表取締役を兼務しており、また当社の代表取

締役とは姻戚関係にあります。但し、当社の経営は株式会社ヒューマックスおよびその関連会社とは独立しており、意思決定に

おいても当社株主全体の利益を図ることを基本方針としています。なお、当社は親会社から本社および店舗が入居する建物等を

賃借し、また当社所有の建物の一部を親会社およびその関連会社に賃貸しています。これ等の会社との取引条件は市場価格を反

映して決定されています。また、社外取締役の他の1名は当社と人的、資本的または取引的関係はありません。社外監査役の2名

は当社の大株主の元役員または社員で、当社はこれ等の大株主またはその関係会社と市場価格による商取引関係にあります。 

 

株主総会 

選任・解任 選任・解任 選任・解任 

会計監査人 取締役会 監査役会 

会計監査 業務監査 

代表取締役 

内部監査部門 業務執行会議 

内部監査 

危機管理委員会 

業務執行部門 



(6) 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況  

内部監査は総務部の内部監査部門が担当し、店舗及び本社の業務全般について、定期的な法令、社内規定違反の有無の確認、

および実地監査を実施し、指摘すべき事項は遅滞なく是正を求めると共に、内部監査の実施状況を社長および監査役に報告して

います。監査役は監査方針に基づいて、独自に取締役会他重要な会議への出席、会議議事録および決裁書類の閲覧、社員との面

談を通じて会社の業務を監査する他、必要に応じて内部監査の実施状況を確認しています。  

会計監査は日栄監査法人が担当しています。当社は監査に必要なすべての資料を提供し、公正な監査が実施されるように努

め、また、内部監査担当取締役および監査役は必要に応じて、会計監査人と業務の報告、打合せ、情報交換等を行っています。

なお、監査業務に係る監査補助者は、公認会計士10名、その他2名です。 

 
(6) 役員報酬の内容 

当社では、取締役会で取締役の職務内容により標準報酬金額を決定し、これを適用しています。なお、平成16年7月より取締

役の報酬および退職慰労金制度を見直し、取締役個人および会社の業績がより明確に反映されるようにしました。 

社内取締役に支払った報酬  68百万円 

社外取締役に支払った報酬  2百万円 

監査役に支払った報酬    7百万円 

  合計          78百万円 

(注)1．上記の他、報酬その他の職務遂行の対価である財産上の利益の額として、退職慰労金120千円を支払いました。 

 
(7) 監査報酬の内容 

日栄監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬 8百万円 

(注) 上記以外の報酬はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 業務執行社員 馬場潤一郎 日栄監査法人 20年 

指定社員 業務執行社員 山田 豊明 日栄監査法人 11年 



第５【経理の状況】 
１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。)に基づいて作成しています。  

ただし、前事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第2項の但し書により、改正前の財務諸表等規則に基

づいて作成しています。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)および当事業年度(平

成18年4月1日から平成19年3月31日まで)の財務諸表について、日栄監査法人による監査を受けています。 

 
３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成していません。 

 



１【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 
 

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

現金及び預金 605,073 744,349 

売掛金 177,973 212,319 

売上預け金 73,283 81,362 

原材料 82,911 79,343 

前払費用 125,253 90,515 

その他 3,889 3,544 

流動資産合計 1,068,382 9.8 1,211,432 10.8 

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 

建物 ※1 5,226,885 5,517,043 

減価償却累計額 △3,006,093 2,220,793 △3,200,524 2,316,519 

機械及び装置 418,092 473,191 

減価償却累計額 △312,156 105,936 △328,141 145,051 

器具及び備品 601,547 650,600 

減価償却累計額 △369,329 232,218 △437,640 212,960 

土地 ※1 4,958,608 4,958,608 

建設仮勘定 122,577 6,019 

有形固定資産合計 7,640,132 70.2 7,639,158 68.3 

２ 無形固定資産 

電話加入権 12,908 12,908 

ソフトウエア 43,735 36,630 

ライセンス料 － 27,985 

無形固定資産合計 56,643 0.5 77,522 0.7 

３ 投資その他の資産 

投資有価証券 ※1 445,559 519,156 

関係会社株式 89,825 89,825 

出資金 3,000 3,000 

長期前払費用 9,554 6,513 

差入保証金 ※1,2 1,569,695 1,593,020 

その他 2,000 45,713 

投資その他の資産合計 2,119,633 19.5 2,257,228 20.2 

固定資産合計 9,816,408 90.2 9,973,908 89.2 

資産合計 10,884,790 100.0 11,185,340 100.0 



前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

買掛金 377,171 422,479 

短期借入金 ※1 60,000 60,000 

1年以内返済長期借入金 ※1 771,632 804,148 

1年以内償還社債 80,000 80,000 

未払金 285,380 135,137 

未払費用 438,453 454,171 

未払法人税等 124,073 144,052 

未払消費税等 30,725 63,639 

前受金 10,791 1,211 

預り金 9,314 7,711 

賞与引当金 100,528 103,948 

流動負債合計 2,288,067 21.0 2,276,496 20.4 

Ⅱ 固定負債 

社債 80,000 － 

長期借入金 ※1 1,133,542 1,358,899 

繰延税金負債 147,932 177,882 

退職給付引当金 80,283 80,483 

役員退職慰労引当金 62,379 68,679 

預り保証金 90,847 40,847 

固定負債合計 1,594,982 14.7 1,726,790 15.4 

負債合計 3,883,049 35.7 4,003,285 35.8 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 4,280,000 39.3 

Ⅱ 資本剰余金 

資本準備金 1,169,534 

その他資本剰余金 900,000 

資本金及び資本準備金減少差
益 

900,000 

資本剰余金合計 2,069,534 19.0 

Ⅲ 利益剰余金 

当期未処分利益 443,753 

利益剰余金合計 443,753 4.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 215,590 2.0 

Ⅴ 自己株式 ※5 △7,137 △0.1 

資本合計 7,001,741 64.3 

負債資本合計 10,884,790 100.0 

(純資産の部) 

Ⅰ 株主資本 

資本金 4,280,000 

資本剰余金 

資本準備金 1,169,534 

その他資本剰余金 900,000 

資本剰余金合計 2,069,534 

利益剰余金 

その他利益剰余金 580,638 

繰越利益剰余金 580,638 

利益剰余金合計 580,638 

自己株式 △7,357 

株主資本合計 6,922,816 61.9 

Ⅱ 評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 259,239 

評価・換算差額等合計 259,239 2.3 



純資産合計 7,182,055 64.2 

負債純資産合計 11,185,340 100.0 



②【損益計算書】 

 
 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 

飲食事業売上高 8,761,981 9,379,727 

その他事業売上高 757,212 9,519,193 100.0 763,027 10,142,754 100.0 

Ⅱ 売上原価 

飲食事業売上原価 3,570,278 3,843,078 

その他事業費用 13,214 3,583,492 37.6 15,358 3,858,435 38.0 

売上総利益 5,935,701 62.4 6,284,318 62.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

役員報酬 68,856 77,923 

従業員給料 2,156,224 2,383,090 

賞与引当金繰入額 76,889 81,236 

退職給付費用 10,661 9,924 

役員退職慰労引当金繰入額 - 6,475 

福利厚生費 236,526 269,467 

旅費交通費 20,051 25,525 

諸税公課 57,368 56,160 

地代家賃 919,962 1,003,032 

減価償却費 324,429 368,993 

その他 1,616,225 5,487,192 57.6 1,642,028 5,923,853 58.4 

営業利益 448,508 4.7 360,465 3.6 

Ⅳ 営業外収益 

受取利息 8 82 

受取配当金 5,714 7,318 

営業補償金 938 － 

その他 ※1 11,916 18,576 0.2 17,360 24,759 0.2 

Ⅴ 営業外費用 

支払利息 59,994 57,210 

その他 926 60,920 0.6 1,256 58,466 0.6 

経常利益 406,164 4.3 326,758 3.2 

Ⅵ 特別損失 

店舗閉店損失 72,523 49,188 

リース解約損 23,114 － 

その他 3,276 98,913 1.0 2,188 51,376 0.5 

税引前当期純利益 307,251 3.2 275,382 2.7 

法人税、住民税及び事業税 107,057 1.1 138,498 1.4 

当期純利益 200,194 2.1 136,885 1.3 

前期繰越利益 243,559 

当期未処分利益 443,753 



飲食事業売上原価明細書 

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算を実施しています。 

 
(注) ※1の主な内訳は次のとおりです。 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費 2,186,614 61.2 2,398,968 62.4 

Ⅱ 労務費 785,664 22.0 814,473 21.2 

Ⅲ 経費 ※1 598,001 16.7 629,637 16.4 

当期総製造費用 3,570,278 100.0 3,843,078 100.0 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

水道光熱費 92,846千円 水道光熱費 95,481千円 

地代家賃 222,897千円 地代家賃 233,464千円 

減価償却費 58,195千円 減価償却費 65,800千円 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで) 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合

計 

その他有価
証券評価差

額金 資本準備金 
その他資本
剰余金 

その他利益
剰余金 

繰越利益剰
余金 

平成18年3月31日残
高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 443,753 △7,137 6,786,151 215,590 7,001,741

事業年度中の変動額 

当期純利益 - - - 136,885 - 136,885 - 136,885

自己株式の取得 - - - - △220 △220 - △220

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

- - - - - - 43,649 43,649

事業年度中の変動額
合計(千円) 

- - - 136,885 △220 136,665 43,649 180,314

平成19年3月31日残
高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 580,638 △7,357 6,922,816 259,239 7,182,055



④【キャッシュ・フロー計算書】 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 307,251 275,382 

減価償却費 382,624 434,793 

長期前払費用償却 5,907 4,983 

退職給付引当金の増加・減少額(△) 5,378 200 

役員退職慰労引当金の増加・減少額(△) 4,888 6,300 

賞与引当金の増加・減少額(△) 1,201 3,420 

受取利息及び受取配当金 △5,722 △7,401 

支払利息 59,994 57,210 

有形固定資産除却損 70,734 38,267 

売上債権の増加(△)・減少額 △25,707 △42,425 

たな卸資産の増加(△)・減少額 3 3,568 

その他資産の増加(△)・減少額 △671 36,031 

仕入債務の増加・減少額(△) △23,310 45,308 

未払債務の増加・減少額(△) 72,705 16,553 

未払消費税等の増加・減少額(△) △7,470 32,914 

預り保証金の返還による支出 － △50,000 

その他の負債の増加・減少額(△) 33,720 △9,545 

小計 881,526 845,558 

利息及び配当金の受取額 5,722 7,401 

利息の支払額 △58,893 △58,157 

法人税等の支払額 △70,838 △120,157 

営業活動によるキャッシュ・フロー 757,517 674,645 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の売却による収入 － 2 

有形固定資産の取得による支出 △425,462 △587,686 

無形固定資産の取得による支出 △24,300 △56,358 

差入保証金の差入れによる支出 △111,613 △59,497 

投資その他の資産の取得による支出 － △45,655 

差入保証金の返還による収入 172,603 36,172 

投資活動によるキャッシュ・フロー △388,772 △713,022 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入による収入 280,000 430,000 

短期借入金の返済による支出 △280,000 △430,000 

長期借入による収入 650,000 1,150,000 

長期借入金の返済による支出 △1,087,326 △892,127 

社債の償還による支出 △80,000 △80,000 

自己株式の取得による支出 △372 △220 

財務活動によるキャッシュ・フロー △517,698 177,653 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少額(△) △148,953 139,276 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 754,026 605,073 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 605,073 744,349 



⑤【利益処分計算書】 

 
次へ 

前事業年度 
(平成18年6月27日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 443,753 

Ⅱ 次期繰越利益 443,753 



重要な会計方針 

 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

１．有価証券の評価基
準及び評価方法 

関連会社株式 
移動平均法による原価法 

関連会社株式 
同 左 

その他有価証券 
①時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定) 

その他有価証券 
①時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定) 

②時価のないもの 
移動平均法による原価法 

②時価のないもの 
同 左 

２．たな卸資産の評価
基準及び評価方法 

①原材料 
最終仕入原価法による原価法 

①原材料 
同 左 

３．固定資産の減価償
却の方法 

①有形固定資産 
定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得
した建物(付属設備を除く)については定額
法)を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物 3～47年 
機械及び装置 3～9年 

①有形固定資産 
同 左 

②無形固定資産 
社内に規定する方法による定額法を採用し
ています。但し自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間(3～5
年)に基づく定額法を採用しています。 

②無形固定資産 
同 左 

③長期前払費用 
均等償却しています。 

③長期前払費用 
同 左 

４．引当金の計上基準 ①貸倒引当金 
売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込み額を計
上しています。 

①貸倒引当金 
同 左 

②賞与引当金 
従業員賞与の支払に充当するため、将来の
支給見込額のうち当期の負担額を計上して
います。 

②賞与引当金 
同 左 

③退職給付引当金 
従業員退職金の支払に充当するため、退職
給与規定に基づく自己都合退職による期末
要支給額の100%相当額を計上しています。 

③退職給付引当金 
同 左 

④役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支払に備えて、当社内規
に基づく期末要支給額を計上しています。 

④役員退職慰労引当金 
同 左 

５．リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっています。 

同 左 
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前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

６．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たしている金利スワッ
プについては特例処理によっています。 

該当事項はありません。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
当会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ
手段とヘッジ対象は以下のとおりです。 
ヘッジ手段・・・金利スワップ 
ヘッジ対象・・・借入金の利息 

③ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する権限規定及び取
引限度額を定めた内部規定に基づき、ヘッ
ジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲
内でヘッジしています 

④ヘッジ有効性評価の方法 
特例処理によっている金利スワップについ
ては有効性の評価を省略しています。 

７．キャッシュ・フロ
ー計算書における資
金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内
に満期の到来する定期預金からなっていま
す。 

同 左 

８．その他財務諸表作
成のための重要な事
項 

①消費税等の処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き
方式によっています。 

①消費税等の処理方法 
同 左 

(会計処理方法の変更) 

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) － 
 当期より、固定資産の減損に係る会計基準「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成14年8月9日)および「固定資産の減損に係る
会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号 平成
15年10月31日)を適用しています。ただし、これによる損
益に与える影響はありません。 

－ （貸借対照表の純資産の部の表示にかかる会計基準） 
 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9
日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」企業会計基準適用指針第8号 平成
17年12月9日）を適用しています。 これまでの資本の部
の合計に相当する金額は7,182百万円です。なお、当事業
年度における貸借対照表の純資産の部については、財務
諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ
り作成しています。 
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(貸借対照表関係) (単位：千円)

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産 

※１ 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 
計 

565,167 
4,958,608 

90,765 
50,000 

5,664,540 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 
計 

541,782 
4,958,608 

84,887 
50,000 

5,635,277 

担保付債務は次のとおりです 担保付債務は次のとおりです 
短期借入金 
1年以内返済長期借入金 
長期借入金 
計 

60,000 
704,832 

1,100,542 
1,865,374 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 
長期借入金 
計 

60,000 
771,148 

1,358,899 
2,190,047 

※２ 関係会社に対する資産 ※２ 関係会社に対する資産 
差入保証金 差入保証金 
株式会社ヒューマックス 212,064 株式会社ヒューマックス 212,064 

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 
下記の会社の原材料仕入先への支払代金の債務保証
を行っています。 

下記の会社の原材料仕入先への支払代金の債務保証
を行っています。 

サンリー企業グーフェン有
限公司 

7,230 
(2,000千台湾ドル) 

サンリー企業グーフェン有
限公司 

7,120 
(2,000千台湾ドル) 

４ 株式の状況 
授権株数 
発行済株式総数 

168,000千株 
42,000千株 

※５ 自己株式 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式50,810株
です。 

６ 配当制限 
商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は 215,590千円
です。 

(損益計算書関係) (単位：千円)

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※１ 関係会社との取引高 
－ 

営業外収益 3,446 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで） 

1．発行済み株式に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加です。 

 
2．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

3．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
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前事業年度末 
株式数（千株） 

当事業年度増加 
株式数（千株） 

当事業年度減少 
株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

発行済み株式 

普通株式 42,000 - - 42,000 

合計 42,000 - - 42,000 

自己株式 

普通株式（注） 52 1 - 54 

合計 52 1 - 54 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
配当の原資 

一株あたり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年6月25日 
定時株主総会 

普通株式 83,893 利益剰余金 2 平成19年3月31日 平成19年6月26日

(キャッシュ・フロー計算書関係) (単位：千円)

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

現金及び預金 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 
現金及び現金同等物 

605,073 
－ 

605,073 

現金及び預金 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 
現金及び現金同等物 

744,349 
－ 

744,349 
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(リース取引関係) (単位：千円)

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び当期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び当期末残高相当額 

取得価額 
相当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高 
相当額 

取得価額 
相当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高 
相当額 

建物 285,123 32,504 252,619 建物 285,123 62,507 222,616

機械及び装置 158,092 95,399 62,693 機械及び装置 131,592 97,419 34,173

器具及び備品 106,399 35,428 70,971 器具及び備品 101,079 50,678 50,400

合計 549,614 163,331 386,283 合計 517,794 210,605 307,189

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
1年内 
1年超 
計 

80,080 
311,420 
391,500 

1年内 
1年超 
計 

264,922 
46,498 
311,420 

３．支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 
(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

121,669 
105,058 
21,529 

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

92,252 
79,094 
12,172 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっています。 

同 左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については利
息法によっています。 

同 左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年3月31日) 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

 
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 
３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 
４．その他有価証券で時価のあるもの 

 
５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 
６．当事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

 
７．時価のない主な有価証券及び貸借対照表計上額 

 

種類 取得原価(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの 

(1)株式  
(2)その他 

76,153 
784

439,428 
1,031 

363,275 
247

小計 76,937 440,459 363,522

貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの 

(1)株式  
(2)その他 

-
-

- 
- 

-
-

小計 - - -

合計 76,937 440,459 363,522

(1)関係会社株式 89,825千円

(2)その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100千円



当事業年度(平成19年3月31日) 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

 
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 
３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 
４．その他有価証券で時価のあるもの 

 
５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 
６．当事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

 
７．時価のない主な有価証券及び貸借対照表計上額 

次へ 

種類 取得原価(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの 

(1)株式  
(2)その他 

76,153 
782

512,456 
1,601 

436,303 
818

小計 76,935 514,056 437,121

貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの 

(1)株式  
(2)その他 

－ 
－

－ 
－ 

－ 
－

小計 － － －

合計 76,935 514,056 437,121

(1)関係会社株式 89,825千円

(2)その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100千円



 

 
(ストックオプション等関係) 

該当事項はありません。 

 
次へ 

(デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況) (単位：千円)

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

１．取引の状況に関する事項 
(1)取引の内容 

当社は金利スワップ取引を利用しています。 

該当事項はありません。 

(2)取引に対する取組方針 
当社においては投機目的や短期的な売買差益獲得目
的のためにはデリバティブ取引を利用しない方針で
す。 

(3)取引の利用目的 
金利変動リスクの回避を目的としています。 

(4)取引に係るリスクの内容 
取引の契約先は信用度の高い金融機関に限定してお
り、契約不履行に係る信用リスクはほとんどないと
判断しています。 

(5)取引に係るリスク管理体制 
当社においては、社内協議決裁を経た後、経理部に
て実行管理しています。 

(6)取引の時価等に関する事項に係る補足説明 
金利スワップにおける契約額は、あくまでも計算上
の想定元本であり、この金額自体がそのまま取引に
係るリスクを表すものではありません。 

２．取引の時価等に関する事項 
当社のデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用してい
るので、該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

(退職給付関係) (単位：千円)

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 
 当社は退職一時金制度を設けています。また、従業
員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま
す。 

１．採用している退職給付制度の概要 
同 左 

２．退職給付債務及びその他に関する事項 ２．退職給付債務及びその他に関する事項 
退職給付債務 
退職給付引当金 

80,283 
80,283 

退職給付債務 
退職給付引当金 

80,483 
80,483 

(1)当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用
しています。 
(2)当社の退職給付債務は退職一時金のみです。 

(1)当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用
しています。 
(2)当社の退職給付債務は退職一時金のみです。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 
勤務費用 
退職給付費用 

10,661 
10,661 

勤務費用 
退職給付費用 

9,924 
9,924 



 
(持分法損益等) 

前事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで) 

関連会社(サンリー企業グーフェン有限公司)は、損益等からみて重要性が乏しいため注記を省略しています。 

当事業年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで) 

 
次へ 

(税効果会計関係) (単位：千円)

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

１．繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金負債 
投資有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 
147,932 
147,932 

繰延税金負債 
投資有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 
177,882 
177,882 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳 

法定実効税率 
(調整) 

40.69% 法定実効税率 
(調整) 

40.69% 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8% 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0% 
受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.4% 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5% 

住民税均等割 
税務上の繰越欠損金 
税額控除 
その他 
税効果会計適用後の法人税等の負担率  

7.7% 
△11.4% 
△4.9% 
2.3% 

34.84% 

住民税均等割 
その他 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 

9.2% 
0.0% 

50.3% 

関連会社に対する投資の金額（千円）
 

89,825
 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）
 

105,397
 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）
 

18,126
 



(関連当事者との取引) 

前事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで) 

(1)親会社 

(注) 取引金額は消費税等抜き金額で表示しています。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

1．店舗及び寮の賃貸借取引については、近隣の価格を参考にして契約により所定金額を決定しています。 

2．本社事務所の賃貸借取引については、近隣の価格を参考にして契約により所定金額を決定しています。 

3．営業補償金については、営業実績により算出した金額に休業日数を乗じて算出しました。 

 
当事業年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで) 

(1)親会社 

(注) 取引金額は消費税等抜き金額で表示しています。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

1．店舗及び寮の賃貸借取引については、近隣の価格を参考にして契約により所定金額を決定しています。 

2．本社事務所の賃貸借取引については、近隣の価格を参考にして契約により所定金額を決定しています。 

 
次へ 

属性 会社名 住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職

業 

議決権等の
被所有割合

(%) 

関係内容 

取引内容 
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上の

関係 

親会社 
㈱ヒュー 
マックス 

東京都新
宿区富久
町 

480

不動産賃
貸、宅地開
発分譲、住
宅マンショ
ン開発、 
ビルメンテ
ナンス 
飲食店 

直接 
48.51 

兼任5名 

本社事務所
の賃借 
店舗の賃借
ビル営繕管
理 
寮賃貸 

店舗家賃 395,444 前払費用 39,509

寮家賃等 21,069 未払費用 －

差入保証金 － 差入保証金 212,064

営業補償等 126,432 －

属性 会社名 住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職

業 

議決権等の
被所有割合

(%) 

関係内容 

取引内容 
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上の

関係 

親会社 
㈱ヒュー 
マックス 

東京都新
宿区富久
町 

480

不動産賃
貸、宅地開
発分譲、住
宅マンショ
ン開発、 
ビルメンテ
ナンス 
飲食店 

直接 
48.51 

兼任5名 

本社事務所
の賃借 
店舗の賃借
ビル営繕管
理 
寮賃貸 

店舗家賃 452,197 前払費用 -

寮家賃等 27,228 未払費用 －

差入保証金 － 差入保証金 212,064



(1株当たり情報) 

(注)1．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

2．新株引受権付社債、転換社債等を発行していないので、「潜在株式調整後１株当たり当期損益」は記載していません。 

 
(重要な後発事象) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

1株当たり純資産額 166.92円 1株当たり純資産額 171.22円 
1株当たり当期純利益金額 4.77円 1株当たり当期純利益金額 3.26円 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

当期純利益(千円) 
普通株主に帰属しない金額(千円) 
普通株式に係る当期純利益(千円) 
期中平均株式数(千株) 

200,194 
－ 

200,194 
41,949 

136,885 
－ 

136,885 
41,947 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

該当事項はありません。 同 左 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
【その他】 

 
【有形固定資産等明細表】 

(注)1．当期増加額のうち主なものは、次の通りです。 

建物     新店舗設備投資 

器具及び備品 店舗POSシステム等購入 

ソフトウエア 営業管理システム等購入 

建設仮勘定  開店予定の店舗の設備投資 

ライセンス料 開店予定の店舗のライセンス料の取得 

2．当期減少額のうち主なものは、次の通りです。 

建物     店舗設備除却 

 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱商船三井 196,000 256,368 

野村ホールディングス㈱ 44,577 109,437 

三井住友海上火災保険㈱ 50,000 73,950 

㈱みずほフィナンシャルグループ 44 33,396 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 28 29,960 

日本電信電話㈱ 15 9,345 

新宿地下駐車場㈱ 10,200 5,100 

計 300,864 517,556 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 
貸借対照表計上額

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 
(投資信託受益証券) 
株式オープン 

 
200 1,601 

計 － 1,601 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円) 

当期償却額
(千円) 

差引当期末
残高(千円) 

有形固定資産 
建物 5,226,885 399,143 108,985 5,517,043 3,200,524 272,600 2,316,519 
機械及び装置 418,092 72,577 17,478 473,191 328,141 31,930 145,051 
器具及び備品 601,547 81,446 32,393 650,600 437,640 94,813 212,960 
土地 4,958,608 － － 4,958,608 － － 4,958,608 
建設仮勘定 122,577 6,019 122,577 6,019 － － 6,019 

有形固定資産計 11,327,709 559,185 281,432 11,605,462 3,966,305 399,343 7,639,158 

無形固定資産 
電話加入権 12,908 － － 12,908 － － 12,908 
ソフトウエア 99,254 27,899 70,099 57,054 20,424 35,004 36,630 
ライセンス料 － 28,459 － 28,459 474 474 27,985 

無形固定資産計 112,162 56,358 70,099 98,421 20,898 35,478 77,522 

長期前払費用 33,474 1,942 1,000 34,416 27,903 4,983 6,513 



【社債明細表】 

(注)1．当期末残高の( )内の金額は、１年内に償還が予定されている社債です。 

2．貸借対照表日後5年以内における償還予定額は以下の通りです。 

 

【借入金等明細表】 

(注) 長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後5年以内における返済予定額は以下の通りです。 

 

【引当金明細表】 

(注) 計上の理由及び金額の算定方法は「重要な会計方針」に記載しています。 

 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

第1回社債 
(注1,2) 

平成14年11月14日 
160,000 
( 80,000) 

80,000 
( 80,000) 

0.49 なし 平成19年11月14日 

1年以内 
1年超 
2年以内 

2年超 
3年以内 

3年超 
4年以内 

4年超 
5年以内 

償還予定額(千円) 80,000 － － － － 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 60,000 60,000 2.125% 平成19年5月10日 

1年以内に返済予定の長期借入金 771,632 804,148 2.613% － 

長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く) 1,133,542 1,358,899 2.634% 平成24年2月29日 

計 1,965,174 2,223,047 － － 

1年超 
2年以内 

2年超 
3年以内 

3年超 
4年以内 

4年超 
5年以内 

長期借入金(千円) 554,388 392,488 312,422 99,601 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

賞与引当金 100,528 103,948 100,528 － 103,948 

退職給付引当金 80,283 9,924 9,725 － 80,483 

役員退職慰労引当金 62,379 6,475 175 － 68,679 



(2)【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年3月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりです。 

 
①現金及び預金 

 
②売掛金 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高及び回収高には消費税等が含まれています。 

 
③売上預け金 

 
④原材料 

 
⑤前払費用 

 

区分 金額(千円) 摘要 

現金 21,123 

預金 

当座預金 
普通預金 
通知預金 
定期預金 
別段預金 

計 

484,259 
63,684 
140,000 
35,000 

283 
723,226 

合計 744,349 

相手先 金額(千円) 摘要 

三井住友カード㈱ 
㈱ジェーシービー 
アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,Inc. 
ユーシーカード㈱ 
シティカードジャパン㈱ 
ＵＦＪニコス㈱ 
㈱ソニーファイナンスインターナショナル  他23件 

57,662 
41,696 
28,740 
7,460 
10,381 
10,381 
55,999 

飲食業売掛金 
飲食業売掛金 
飲食業売掛金 
飲食業売掛金 
飲食業売掛金 
飲食業売掛金 
飲食業売掛金 

合計 212,319 

前期繰越高 
(千円) 
(A) 

当期発生高 
(千円) 
(B) 

当期回収高 
(千円) 
(C) 

次期繰越高 
(千円) 
(D) 

回収
(C) 

(A)+(B)

率(％) 
  
×100 

滞留期 
(A)+(D) 

2 

間(日) 
365 

× (B) 

177,973 2,581,335 2,546,990 212,319 92.3 27.6 

相手先 金額(千円) 摘要 

㈱京急ショッピングセンター 
㈱チッタエンタテイメント 
㈱東急モールズデベロップメント 
相鉄ビルマネジメント㈱ 
三菱地所ビルマネジメント㈱ 
㈱エイムクリエイツ 
その他 

25,796 
13,236 
10,448 
8,736 
7,549 
8,745 
6,852 

ヴェント高輪店 他 
ニッシュ川崎ラ チッタデッラ店 他 
イルパスタイオ港北ニュータウン店 他 
ニッシュ横浜ジョイナス店  
ヴェント横浜ランドマークプラザ店 
鍋ぞう戸塚店 
バルバッコア・ステーキハウスお台場店 他

合計 81,362 

相手先 金額(千円) 摘要 

食材 他 79,343 飲食店舗他期末たな卸高 

合計 79,343 

相手先 金額(千円) 摘要 

森トラスト㈱ 
その他 

6,740 
83,775 

前払家賃 
前払家賃及び共益費 

合計 90,515 



⑥差入保証金 

 
⑦買掛金 

 
⑧未払金 

 
⑨未払法人税等 

 
⑩未払費用 

 
⑪前受金 

 

相手先 金額(千円) 摘要 

㈱ヒューマックス 
㈱東急モールズデベロップメント  
森トラスト㈱ 
三菱信託銀行㈱ 
東急不動産㈱ 他 

212,064 
125,175 
77,027 
74,246 

1,104,508 

13店舗の敷金 
3店舗の敷金 
店舗敷金 
店舗敷金 
店舗敷金等 

合計 1,593,020 

相手先 金額(千円) 摘要 

㈱カクヤス 
スターゼン㈱ 
ジャパンフード㈱ 
ユアサ・フナショク㈱ 
㈱小室商店 
鳴川食品㈱ 
㈱まつの 他 

63,888 
50,355 
33,259 
30,432 
26,705 
23,821 
194,019 

店舗食材等 
店舗食材等 
店舗食材等 
店舗食材等 
店舗食材等 
店舗食材等 
店舗食材等 

合計 422,479 

相手先 金額(千円) 摘要 

ジーク㈱東京支店 
大信工芸㈱ 
タニコー㈱ 
北沢産業㈱ 他 
東京都新宿都税事務所 他 

67,570 
17,010 
12,023 
22,753 
15,782 

設備関係未払金 
設備関係未払金 
設備関係未払金 
設備関係未払金 
未払事業所税 

合計 135,137 

相手先 金額(千円) 摘要 

法人税 75,386 

住民税及び事業税 68,665 

合計 144,051 

相手先 金額(千円) 摘要 

㈱大塚商会  
三菱地所ビルマネジメント㈱ 
㈱ヒューマックス 
ジーク㈱ 
その他 

21,512 
16,183 
13,803 
12,944 
389,728 

  
  
  
  

合計 454,171 

相手先 金額(千円) 摘要 

一般顧客 1,211   

合計 1,211 



⑫預り金 

 
⑬預り保証金 

 
(3)【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(千円) 摘要 

従業員 
従業員 
その他 

4,978 
2,474 
259 

源泉所得税 
住民税 
  

合計 7,711   

相手先 金額(千円) 摘要 

㈱ヒューマックスシネマ 
その他 

39,747 
1,100 

合計 40,847 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 
 
第７【提出会社の参考情報】 
１【提出会社の親会社の情報】 

当社は、証券取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。 

 

事業年度 4月1日から3月31日まで 

定時株主総会 6月中 

株主名簿閉鎖の期間 － 

基準日 3月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券、および1,000株券未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 3月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え 

取扱場所 

株主名簿代理人 

取次所 

東京都杉並区和泉二丁目8番4号 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

東京都港区芝三丁目33番1号 中央三井信託銀行株式会社 

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 

新券交付手数料 
無料 

1枚につき200円、ただし、併合の場合は無料 

単元未満株式の買取り 

取扱場所 

株主名簿代理人 

取次所 

東京都杉並区和泉二丁目8番4号 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

東京都港区芝三丁目33番1号 中央三井信託銀行株式会社 

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本支店・全国各支店 

買取及び買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 官報に掲載して行う。 

株主に対する特典 毎年3月31日現在における所有株式数1,000株以上の株主に対し、当社の経営する店舗

で利用できる株主優待券を下記の基準により贈呈します。 

(1) 贈呈基準 

所有株式数1,000株以上5,000株未満の株主に対し5,000円相当、5,000株以上

10,000株未満の株主に対し10,000円相当、10,000株以上の株主に対し15,000円相

当の株主優待券を6月に贈呈します。 

(2) 有効期限 

到着日から翌年6月30日まで 



２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 
(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第77期(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 平成18年6月27日 関東財務局長に提出 

 
(2) 半期報告書 

事業年度 第78期中(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 平成18年12月19日 関東財務局長に提出 

 
(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

(1)に係る訂正報告書 平成19年6月5日 関東財務局長に提出 

 
 
第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

 



 
 
 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
平成18年6月27日 

株式会社ワンダーテーブル 

取締役会 御中 

日 栄 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 馬場 潤一郎 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 山田 豊明 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワンダーテーブルの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ワンダーテーブルの平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 



 
 
 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
平成19年6月25日 

株式会社ワンダーテーブル 

取締役会 御中 

日 栄 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 馬場 潤一郎 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 山田 豊明 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワンダーテーブルの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ワンダーテーブルの平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 
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